
１.はじめに

本稿の目的は、和歌山県下の７つの都市圏を対象と

して都市の発展段階モデルを適用し、各都市圏内にお

ける人口分布の変動過程を明らかにするとともに、都

市の発展段階モデルの適用可能性について検討するこ

とにある。和歌山県は京阪神大都市圏に隣接するもの

の、継続的な人口の自然減少を記録したのが全国で７

番目の早さであり、人口の推移は地方部の特徴を有す

る(山神2017a)。人口減少が著しいのは県南部と内陸

部であり、これらの地域では少子高齢化の進展が著し

い(山神2021a)。本稿では、このように人口減少が継続

した地域における人口分布の変動過程について、都市

の発展段階モデルへの適用を通して明らかにし、人口

減少期における地域人口や地域社会を検討するうえで

の基礎となることを目指す。

本稿の構成は以下の通りである。まず本章の残りで、

人口分布の変動過程を検討するさいに都市圏の概念が

なぜ必要かを説明したのち、都市の発展段階モデルの

概要を示す。第２章では、都市圏の設定方法を示した

のち、和歌山県の人口変化を概観する。第３章では都

市の発展段階モデルの適用と都市圏内各地区の人口変

化の分析を通して、和歌山県下の各都市圏内における

人口分布の変動過程を明らかにするとともに、都市の

発展段階モデルの適用可能性を検討する。最終章の第

４章では、本稿の知見と今後の課題を整理する。

１.１ 都市圏の概念の必要性

都市圏とは、一定の人口規模を有する地域の中心的

な都市(中心都市)とその周辺地域(郊外)で構成され、

両者が機能的に密接に結びついた範域のことである

(山神2013)。都市が機能的に結びつく範域として、景

観的に都市と連続する市街地連坦地域、通勤など日常

的な生活行動で都市と関係の深い日常生活圏、経済活

動や人口移動などでより広域的に結びつく大都市影響

圏の３つに区分できるが、一般的に、都市圏は日常生

活圏を指す(富田2010、山神2013)。本稿でも、都市圏

を日常生活圏として捉える。

都市圏の概念が登場した背景には、人々の日常生活

が行政上の境界を越えて営まれることが多くなり、都

市とその周辺地域が日常生活面で一体化したことがあ

る(富田2010)。具体的には、近代以降、都市の経済成

長とそれに伴う都市への人口流入が継続するなか、企

業の管理部門や商業機能などが都心に集中する一方、

住宅地は都心から離れて立地するようになった。この
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過程において、都心の職場は変えないまま住居だけを

移す住民が多く、都市周辺地域から都心に通勤する人

が増加した。こうして職住分離が進展し、就業・買物・

娯楽などの場としての都心と居住の場としての都市周

辺地域という地域分化が生じた。宅地化の進展は行政

上の市域を越えて展開したことから、都市周辺地域は、

就業をはじめとする日常生活の様々な面で都心を含む

中心都市への依存度を高めることになった。このよう

にして、都市とその周辺地域は日常生活の面で密接に

結びつく都市圏として理解すべきものに発展したので

ある(山神2014)。

都市圏の範域を画定するさいには通勤圏が用いられ

る。通勤圏とは、通勤者が集まる中心地に対して通勤

者を送り出す居住地の範囲のことをいう(山下1997)。

通勤圏の意義を検討した成田(1995)は、労働力の再生

産がほぼ完結する通勤圏が小売商圏と類似することや、

通勤先が自由目的、日常的な買物・家事、非日常的な

買物・娯楽・社交などでの訪問先と一致する事例が多

いことを示した。加えて、成田(1999)は、近畿地方に

おいて各種行政機関の管轄圏の多くが通勤圏と一致す

ることを示した。通勤圏は日常生活圏を代表するもの

であり、各種の行政機能が及ぶ領域とも密接に関連す

ることから、実質地域として機能しているといえる。

このような都市圏の考え方の背景には、都市成長に

伴う人口の分散傾向が職住分離の進展を招き、日常生

活圏が拡大してきたというものがある。ただし、モー

タリゼーションの進展などにより日常生活空間が拡大

したため、都市成長がみられない場合でも、都市圏の

考え方が重要になる。地方中小都市の多くは人口が減

少してきたが、過疎地域における日常生活圏の中心を

なし、周辺地域から通勤・通学者を受け入れるほか、

都市的サービスを供給する拠点となっている(森川

2016a)。地方中小都市の多くは今後も人口の自然減少

の拡大が不可避とされるが(江崎2016)、地方中小都市

が衰退すると、そこから生活に必要なサービスを受け

る周辺地域のさらなる衰退につながるため、人口減少

が進む地方部では、中小都市の活性化が重要な課題と

されている(森川2016a)。

また、近年の地方創生の取り組み のなかで、都市圏

の考えを明示的に取り入れたものがある。地方創生の

目標の一つに「ひとが集う、安心して暮らすことがで

きる魅力的な地域をつくる」があり、関連施策に、「地

域間連携による魅力的な地域圏の形成」を目指した定

住自立圏構想や連携中枢都市圏構想がある 。都市機

能の維持に向け、地域の実情に応じた地域間の連携・

協働の促進が重要であると指摘したうえで、「一定の圏

域人口を確保し、活力ある社会経済を維持するための

拠点として、全国各地で形成されている連携中枢都市

圏や、圏域全体として必要な生活機能等を確保し、地

方圏における定住の受け皿を形成する定住自立圏につ

いて、取組の深化を図る」 ことが目指されている。

定住自立圏構想 と連携中枢都市圏構想 は、いずれ

も中心都市と周辺市町村が連携することで圏域全体の

活性化を図るものである。この両構想では、中心都市

は三大都市圏外に位置するか三大都市への通勤通学率

が低いことが要件であり、主たる対象は地方部である。

両者の違いは、中心都市の要件が定住自立圏構想は人

口５万程度以上であるのに対し、連携中枢都市圏構想

は人口20万以上の中核市であることのほか、定住自立

圏は生活機能等の確保を重視するのに対し、連携中枢

都市圏は経済的役割を重視することなどがある(小田

2021)。規模に応じて重視する内容が異なるものの、都

市圏の考え方をもとに都市機能の維持・成長を目指す

動きと捉えることができる。

以上のように、都市とその周辺地域は日常生活の面

で密接に結びつく都市圏を形成しており、行政機能の

及ぶ領域として機能するとともに、都市圏の活性化が

政策上の課題になるなど、結節地域という実質地域と

しての意味を有する。本稿のように人口分布の変動過

程を検討するさいにも、実質地域としての都市圏の考

え方に基づいて分析を行う必要がある。

１.２ 都市の発展段階モデル

本稿では、和歌山県下の都市圏内における人口分布

の変動過程について、都市の発展段階モデルを適用し

て検討する。本稿で用いるのは、都市圏内を中心都市

と郊外に区分して、それぞれの人口変化をもとに都市

の成長・衰退プロセスを記述するクラッセンらが提示

したモデルであり(Klaassen et al 1981)、それは図１

のように模式的に示される。この都市の発展段階モデ

ルは基本的なモデルとして、都市地理学(藤塚2016)や

人口地理学(山神2011)のほか、都市・地域経済学(徳岡

1995、黒田ほか2008)のテキストなどで紹介されてい

る。その概要は以下の通りである。

図１ クラッセンらによる都市の発展段階モデル

Klaassen et al(1981)と小原(2020)を参照して作成。
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都市圏の成長・衰退のプロセスでは、まず、中心都

市が成長して都市圏人口が増加する都市化段階がある。

都市圏の成長が継続するなか、人口の郊外分散が進展

して中心都市より郊外の人口成長が大きくなると郊外

化段階になる。その後、中心都市の人口減少が大きく

なり都市圏全体の人口が減少すると逆都市化段階とな

り、郊外も人口が減少し始める。都市圏の人口減少が

継続するなか、郊外に比して中心都市の人口減少が小

さいか中心都市の人口が増加に転じると再都市化段階

となり、その後に都市圏人口が再び成長し始める都市

化段階に再突入する。このように都市の発展段階モデ

ルでは、都市化から郊外化、逆都市化、再都市化の４

つの段階を順に経たのちに都市化の段階が再開すると

いう循環的なプロセスが想定されている。また、都市

発展の４段階はそれぞれ、中心都市と郊外の人口変化

の大小から２つのタイプに区分されることから、都市

圏の人口分布の変化は、４つの段階と８つのタイプに

区分される。図１に示す都市の発展段階について、中

心都市と郊外の人口変化の対応を表１に整理した。

クラッセンらの都市の発展段階モデルは、これまで

多くの検証が行われてきた。日本の大都市圏を対象に

した研究から整理すると、1960年代から1990年代半ば

までは、都市化段階の相対的集中(タイプ２)から郊外

化段階の相対的分散(タイプ３)に移行したものが多く、

東京と大阪は郊外化段階の絶対的分散(タイプ４)に

入っていた(Yamada and Tokuoka 1991)。1995年以

降になると、人口の都心回帰が強まるなかで都市化段

階の相対的集中(タイプ２)や郊外化段階の相対的分散

(タイプ３)に逆行したものが多い一方、都市圏全体の

人口成長が止まって逆都市化段階に移行したものがあ

る(山神2003a、藤塚2016)。このように、人口規模の大

きい都市圏では、おおむね都市の発展段階モデルに

沿って人口分布が変動してきたが、1995年以降に人口

の都心回帰が強まるなか、逆都市化段階や再都市化段

階を経ずに都市化段階や郊外化段階に移行し、モデル

とは異なる動きを示す事例がみられた。

次に、日本の中小規模の都市圏をみると、人口増加

が小さいものが多かった(山神2003b、2006)。結果とし

て、1970年代では郊外化段階にあるものが約７割を占

めたが、1980年代に入るとそれは５割程度に低下し、

都市圏衰退期である逆都市化段階や再都市化段階にあ

るものが約３割を占め(Osada 2003)、2000年代では再

都市化段階を示すものが急増して過半数を占めるよう

になった(神田ほか2020)。中小規模の都市圏の場合、

人口が減少し始めたものが多く、都市の発展段階モデ

ルに沿わない事例が多いなか、地方部で人口減少が顕

著になった2000年代に再都市化段階に移行するものが

多数を占めるようになったのである。

一方、1970年代以降の欧米諸国をみると、郊外化段

階の絶対的分散(タイプ４)の都市圏が多かったが、都

市圏の衰退が顕著になった国では逆都市化段階の都市

圏が目立っていた(van den Berg et al 1982、Frey

1993)。1980年代になると、衰退を続けてきた中心都市

の人口が回復し始めたことで、郊外化段階の絶対的分

散(タイプ４)から相対的分散(タイプ３)に中心が移り、

逆都市化段階の都市が多いアメリカやイギリスでも再

都市化段階に移行するものが増えてきた(Frey 1993、

Cheshire 1995)。1990年以降は中心都市の人口回復が

より確かなものとなり、都市圏の衰退が著しかったイ

ギリスでは、逆都市化段階から再都市化段階を経て都

市化段階に移行する都市圏がみられ、他の国々でも郊

外化段階の相対的集中(タイプ３)や都市化段階の相対

的集中(タイプ２)に移行したものがみられた

(Kabisch and Haase 2011、Dembski et al 2021)。こ

のように、欧米諸国では都市圏が衰退する事例が多く、

都市の発展段階モデルの４段階を経て再び都市化段階

に突入した事例がみられる。また、都市圏の成長が継

続した場合、日本の事例と同様、郊外化段階から逆行

して都市化段階に移行したものが多い。

以上のように、クラッセンらによる都市の発展段階

モデルは、都市圏の成長・衰退プロセスをめぐり多く

の検証がなされてきた。それらでは、規模の小さい都

表１ 都市の発展段階と人口変化のタイプ
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市圏や中心都市の人口回復期では発展段階を逆行する

事例があるなど、モデルの想定に反した動向が確認さ

れている点で、都市の成長・衰退を精確に記述・予測

するものとはいえないものの、都市圏の人口分布の変

動過程を類型化し、その都市圏間比較を可能とする点

で有用性が高いといえる。

ただし、都市圏を中心都市と郊外に二分して人口分

布変動を捉えるクラッセンらのモデルでは、郊外にお

ける人口変化の地区間の差を考慮していないという問

題がある。郊外での人口分布変動を検討した山神

(2006)は、規模の小さい都市圏において、中心都市に

隣接する人口密度が高い地区の一部で人口が増加した

のに対して、中心都市から離れて位置する低密な地区

で人口が減少したことにより、郊外において人口の集

中傾向がみられたことを明らかにした。同様の結果は

神田ほか(2020)でも確認されていることから、都市圏

内の人口分布の変動過程では、郊外における人口変化

の地区間の差も検討する必要がある。

以上を踏まえ、本稿では、まずクラッセンらの都市

の発展段階モデルをもとに、和歌山県下の各都市圏内

の人口分布変動を類型化し、その後、郊外における人

口変化の地域差を検討することで、各都市圏内の人口

分布の変動過程を明らかにしていく。

２.都市圏の設定と和歌山県の人口変化

２.１ 都市圏の設定

都市圏の設定では、通常、中心都市を定めたのち、

中心都市への通勤率が一定の値以上を示す周辺市町村

を画定していく(山神2013)。本稿では、平成の大合併

後の2010年における和歌山県下の各市町村の通勤デー

タをもとに通勤圏を設定した山神(2016)による都市圏

を採用する。具体的には、各市町村からの通勤率が５%

を超える通勤流動を地図化し、通勤流動の完結性が高

い範域を定めて通勤圏とし、その中心となる市や町の

名を付して都市圏とする。ただし、本稿の目的に合わ

せ、三重県熊野市への通勤流出が多い北山村を対象外

とし、新宮市への通勤率が10%を超える三重県紀宝町

を新宮圏に加えた点で山神(2016)とは異なる。

都市圏設定後の人口分析にさいし、田辺市のように、

合併後の市町村が広域化したため、人口変化の地域的

な差を把握することが困難になった 。そこで、都市圏

内各地区の人口変化を捉えるさいには、平成の大合併

前の2000年の市町村を分析単位とした。つまり、平成

の大合併後の市町村を単位として都市圏域を画定させ

たのち、その圏域の内部を旧市町村単位に分割して人

口変化を分析する。都市圏域の画定でも平成の大合併

前の通期流動を用いることが考えられるが、通勤流動

は社会経済情勢に応じて変化することや平成の大合併

後は旧市町村単位での通勤データが得られないことか

ら、都市圏域の画定では平成の大合併後の通勤流動を

使用した。なお、混乱を避けるため、平成の大合併後

の市町村名には地名の後に市町村を記し、平成の大合

併前の旧市町村名には地名の後に地区を付して区別す

る。こうして設定された都市圏域と都市圏名、都市圏

内各地区の名称を図２に示した。

各都市圏における通勤流動をみると、以下のような

特徴がある(山神2016)。まず、和歌山圏・御坊圏・新

宮圏・串本圏の４つは、それぞれの中心都市に周辺市

町村からの通勤流動が集中する単核的な構造を有する。

また、橋本圏も単核的な構造を有するが、橋本市から

は大阪市への通勤流出が多いことから、橋本市は大阪

大都市圏に従属する副次的な中心地である。一方、田

辺圏では、田辺市が周辺市町村からの通勤流入が多い

ものの、隣接する白浜町も周辺市町村から多くの通勤

者を集めるとともに、田辺市と白浜町とで相互の通勤

流動があることから、田辺圏は就業上の中心地を二つ

有する構造となっている。最後に、有田圏では高い中

心性を示す都市がなく、有田市・有田川町・湯浅町が

相互に通勤流動が錯綜しながらも地域としてのまとま

りをもつ多核的な構造を形成している。有田川町のう

ち吉備地区が中心的な役割を担うことから、有田・吉

備・湯浅の３地区を中心都市とした。

こうして設定された都市圏は、成田(1999)と同様、

おおむね行政上の管轄域と一致していることが確認さ

れている(山神2017b)。本稿で使用する都市圏は、日常

生活圏として、また各種の行政機能が及ぶ領域として、

実質地域として機能しているといえる。

図２ 各都市圏における中心都市と郊外各地区
平成の大合併前の旧市町村を地区とした。有田圏は有田・吉備・
湯浅の３地区を中心都市とした。国勢調査の結果に基づく山神
(2016)を参照して作成。
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２.２ 和歌山県の人口変化

都市圏単位の人口分析を進める前に、戦後の和歌山

県全体の人口推移を確認する(図３)。1950年には100万

にわずかに届かなかった和歌山県の人口は、1950年代

半ばに100万台に達した。1960年代から1970年代にかけ

ては大幅な人口増加を記録し、1980年代に人口のピー

クを迎えた。1980年代には人口が減少し始めるが、そ

の減少幅は小さいものであった。1990年代には人口の

減少幅が縮小するものの、2000年代に入ると人口減少

が拡大して2010年代半ばに100万を切るに至り、2020年

には約92.3万にまで減少した。

このような人口変化は和歌山県下で一様にみられる

わけではなく、地域差が存在する。和歌山県下の各地

区(平成の大合併前の市町村)について、1960年の人口

に対する2020年の人口の比をみると(図４)、人口が大

きく増加したのは和歌山市に隣接する２地区と橋本地

区、上富田地区の４地区で、その他で増加したのは和

歌山地区、打田地区、吉備地区、白浜地区の４地区で

ある。三重県鵜殿地区も人口が増加したことから、対

象地域全体で人口が増加したのは９地区に過ぎない。

一方、人口減少が相対的に小さい地区は、高野口地区

と新宮地区のほか、和歌山地区と田辺地区の間の海岸

線に沿う地区にみられるのに対し、内陸部や紀南地方

に位置する地区では人口減少が大きい。これらの人口

減少が進んだ地区では少子高齢化の進展も著しく、

2015年から2050年にかけても大幅な人口減少が続くと

予測されている(山神2021a)。

３.各都市圏における人口分布の変動過程

３.１ 各都市圏の発展段階の推移

和歌山県に設定される７つの都市圏について、都市

圏域、中心都市、郊外に分けて1960年以降の人口の推

移を表２に整理した。まず1960年の都市圏の人口をみ

ると、和歌山圏が約45.1万と突出して多く、次いで多

いのが田辺圏の約15.5万となる。その他は９万人程度

であるが、串本圏は４万程度と小さい。一方、2020年

の都市圏の人口規模をみると、和歌山圏は1960年より

多い約52.6万であるが、他は減少しており、過疎地域

を多く含む和歌山県の特徴が現れている。また、1960

年の中心都市と郊外の人口をみると、和歌山圏・有田

圏・串本圏の３圏で中心都市が郊外を上回る以外は郊

外の方が多く、2000年以降は橋本圏でも中心都市の人

口が郊外を上回っている。なお、和歌山圏以外の郊外

では人口減少が継続し、1960年の人口が最大で、2020

年の人口が最少である。

次に、各都市圏の人口変化の推移をみると(図５)、

1960年以降に人口増加を記録したのは和歌山圏と橋本

圏だけであり、他の都市圏では人口減少が継続した。

このうち、田辺圏の人口減少は相対的に小さい一方、

串本圏の人口減少が大きいことから、和歌山圏と橋本

圏以外では、人口規模が小さいほど人口減少が大きい

といえる。また、2000年以降になると、和歌山圏も含

めて人口減少が拡大傾向にある。和歌山県で継続的な

人口の自然減少が始まったのが1997年であり、それ以

降、人口の自然減少の拡大に伴い人口の減少幅が大き

くなったことが示されており(山神2017a)、それが各

都市圏の人口減少の拡大に現れている。

次いで、表２で人口変化の推移を詳しくみると、1970

年代の和歌山圏以外の都市圏では、中心都市の人口が

増加して都市圏人口が増加する、ないしは中心都市の

人口減少が小さいものにとどまって都市圏人口の減少

が縮小する状況がみられた。世界的にみれば、1970年

代は大都市圏の人口が減少したのに対して農村部の人

口が増加する反都市化現象 が広くみられた時期であ

り(石川2001、Champion 1989、山神1999、2003b)、都

市圏単位でみれば、逆都市化段階の都市圏が多い時期

図３ 和歌山県の人口と人口増加率の推移
国勢調査の結果をもとに作成。

図４ 各地区の1960年人口に対する2020年人口の比
平成の大合併前の旧市町村を地区とした。◎は中心都市を示す。
有田圏は有田・吉備・湯浅の３地区を中心都市とした。都市圏名
や地区名は図２を参照のこと。国勢調査の結果をもとに作成。
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であった。日本の場合、反都市化現象は顕著には現れ

なかったものの、1970年代は大都市圏の人口増加が止

まって地方部の人口が回復、ないしは維持された時期

であり、和歌山県下でも同様の傾向がみられたことに

なる。

以上を踏まえ、中心都市と郊外の人口変化をもとに、

各都市圏を都市の発展段階モデルにおける人口変化の

タイプに区分した表３をみていく。まず2000年まで人

口増加が続いた和歌山圏は、都市化から郊外化、逆都

市化、再都市化へと順に推移しており、都市の発展段

階モデルが想定する動きを示した。次に大阪大都市圏

に従属する橋本圏では、1970年代から1990年代にかけ

ては都市化段階の絶対的集中(タイプ１)にあったが、

2000年代に入ると再都市化段階の相対的集中(タイプ

７)に移行した。人口が増加したこの２圏の発展段階の

推移は、独立した都市圏である和歌山圏はモデルに沿

うのに対し、大阪大都市圏に従属する橋本圏はモデル

に逆行した点で差が生じている。

一方、対象期間のほとんどで人口減少が続いた他の

都市圏では、1970年代の有田圏・田辺圏・新宮圏を除

けば逆都市化段階か再都市化段階かにあり、再都市化

段階の相対的集中(タイプ７)に位置付けられることが

多い。すなわち、都市圏全体として人口が減少するな

か、人口の減少幅が郊外の方が大きい状況が継続した

のである。そのなかで、紀南地方の中心である田辺圏

は、1980年代と1990年代に中心都市の人口が増加して

再都市化段階の絶対的集中(タイプ８)にあった。また、

有田圏と串本圏は郊外の人口規模が小さいため、実数

では郊外より中心都市の人口減少が大きいが、人口減

少率では郊外の減少が大きい。したがって、有田圏と

串本圏は逆都市化段階の相対的分散(タイプ６)である

ものの、実質的には再都市化段階の相対的集中(タイプ

７)にあるとみなすことができる。このように、人口減

少が継続した都市圏では、過疎化が進展して人口減少

が著しい郊外に比して中心都市の人口減少が小さいも

のにとどまった結果、再都市化段階の相対的な集中傾

向を示す事例が多かった。

以上の内容を整理する。過疎化の進展する地域が広

く展開する和歌山県の都市圏を対象にクラッセンらに

表２ 各都市圏の人口の推移

国勢調査の結果をもとに作成。

図５ 各都市圏の1960年人口に対する人口比の推移
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よる都市の発展段階モデルを適用して、都市圏内での

人口分布変動を分析した結果、2000年まで人口増加が

継続した和歌山圏は、都市の発展段階モデルに沿う人

口分布変動を示し、現在では再都市化段階の相対的集

中(タイプ７)に位置した。また、大阪大都市圏に従属

する橋本圏は、宅地開発が盛んであった時期に都市化

段階の絶対的集中(タイプ１)にあったが、2000年以降

はモデルに逆行し、再都市化段階の相対的集中(タイプ

７)に位置した。一方、人口減少が継続した都市圏で

は、過疎化が進展して人口減少が著しい郊外に比して

中心都市の人口減少が小さいものにとどまった結果、

再都市化段階の相対的集中(タイプ７)を示す事例が多

かった。

このように、クラッセンらによる都市の発展段階モ

デルが想定する人口分布の変動過程は、人口規模が大

きい和歌山圏の動向を的確に捉えているが、人口規模

が小さく人口減少が継続した都市圏や他の大都市に従

属する都市圏では妥当性が低いという結果を得た。都

市の発展段階モデルを適用してきた既存の研究では、

人口規模が10万を超える中規模以上の都市圏のみを対

象とし、都市圏規模が小さい場合はモデルの妥当性が

低いとされていたが(Osada 2003、山神2006、神田ほか

2020)、人口が10万に満たない小規模な都市圏の場合で

も、その妥当性は低いといえる。そうしたなか、人口

増加がほとんどみられない小規模な都市圏では、人口

の相対的な集中傾向が継続していた。この結果は、市

町村合併によって役所・役場が支所化された旧市町村

で人口減少が大きいという畠山(2013)や小池・山内

(2016)の分析結果に合致する。小規模な都市圏におけ

るこうした動向について、大都市圏を対象とするとき

と同じ分析枠組みで、かつ他の都市圏と比較可能な形

で抽出できたことの意義は大きいと考えられる。この

点から、クラッセンらのモデルは、都市圏内における

人口分布の変動過程を類型化し、その都市圏間比較を

可能とする点で、有用性が高いといえよう。

これらの結果を整理すると、都市圏の内部を中心都

市と郊外に区分して都市の成長・衰退プロセスを説

明・記述するクラッセンらの都市の発展段階モデルは、

規模が大きく人口増加が継続した都市圏内の人口分布

の変動過程については一定の説明力を有するものの、

規模の小さい都市圏や人口増加がほとんどみられない

都市圏での説明力は低い。しかし、都市圏を中心都市

と郊外とに二分して人口分布変動を捉えるという分析

枠組みは、あらゆる規模の都市圏に適用可能であり、

都市圏内における人口分布の変動過程が集中・分散の

いずれにあるかを把握し、その都市圏間比較を行うさ

いには有効であると考えられる。つまり、クラッセン

らによる都市の発展段階モデルは、都市の成長・衰退

を説明・記述するモデルとしては妥当性に問題がある

ものの、人口分布の変動過程を把握する分析枠組みと

しては有用性が高いといえる。

３.２ 郊外における人口変化の地区間の差

第１章第２節の末尾で指摘したように、都市圏を中

心都市と郊外に二分して人口分布変動を捉えるクラッ

センらのモデルでは、郊外における人口変化の地区間

の差が考慮されていない。この点を考慮すると分析枠

組みが複雑化して、都市圏間比較が困難になることが

要因と考えられるが、図４に示されるように、郊外の

各地区間では人口変化に差がみられる。図６は、各都

市圏内の全地区について、1960年の人口に対する人口

比の推移を示したものであり、2020年の値は図４の値

と同じである。本節では、図４と図６の双方をみなが

ら、各都市圏内における人口分布の変動過程について、

郊外地区間の差に注目して検討する。

まず、和歌山圏・御坊圏・田辺圏・新宮圏の４圏は、

表３ 各都市圏における人口変化のタイプの推移

和歌山･橋本･
御坊･田辺･新宮

有田･串本

2010年代

橋本･御坊･
田辺･新宮

和歌山･
有田･串本

2000年代

田辺

有田･御坊

新宮･串本

和歌山

橋本

1990年代

田辺

有田･御坊･
串本

新宮

和歌山

橋本

1980年代

御坊･串本

和歌山

橋本･有田･
田辺･新宮

1970年代

橋本

有田･御坊･田辺･
新宮･串本

和歌山

1960年代

絶対的集中タイプ８

再都市化

相対的集中タイプ７

相対的分散タイプ６

逆都市化

絶対的分散タイプ５

絶対的分散タイプ４

郊 外 化

相対的分散タイプ３

相対的集中タイプ２

都 市 化

絶対的集中タイプ１

人口変化のタイプ発展段階

ゴシック体は人口の分散を、網掛けは都市圏全体としての人口減少を示す。表１を参照して、国勢調査の結果をもとに作成。
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中心都市を上回る人口増加を示した地区を有する。和

歌山圏では、和歌山地区の東方に位置する岩出・貴志

川の両地区で人口増加が大きく、打田地区も人口増加

が継続しており、和歌山地区からの人口郊外化が東方

に向かって進展した。次に、田辺圏では南東に隣接す

る上富田地区で人口増加が大きく、南に隣接する白浜

地区は田辺地区に類似した人口の動向を示す。また、

新宮圏では、熊野川を挟んだ北方の鵜殿・紀宝の両地

区で人口増加が大きい。このように、田辺圏と新宮圏

でも、人口郊外化が特定の方角に向かって進展したと

いえる。御坊圏では、美浜・日高・川辺の各地区で、

それほど大きくないが人口増加がみられた。美浜地区

の場合、大和紡績などが立地して人口を維持してきた

のに対し、日高・川辺の両地区では、御坊地区に隣接

するエリアで宅地開発が進み、御坊地区から人口を引

き寄せたと考えられる。一方、これらの４つの都市圏

における上記以外の地区では、中心都市に隣接しない

地区を中心に、人口の減少が目立った。特に内陸に位

置する地区での人口減少が大きい。なお、新宮圏の熊

野川地区は、主要産業であった石炭産業の低迷により、

1960年代に人口が急減した。

次いで、中心都市の人口増加が最も大きい他の都市

圏をみると、橋本圏では西隣の高野口地区で人口の減

少幅が小さいものの、他の地区は人口減少が大きい。

有田・吉備・湯浅の３地区を中心都市とした有田圏で

は、吉備地区の人口増加が大きい一方、他の地区は人

口が減少した。そのなかで、中心都市とした有田・湯

浅の両地区と広川地区は相対的に人口の減少幅が小さ

いのに対し、内陸に位置する金屋・清水の両地区は人

口減少が大きい。最後に、串本圏では、全地区で人口

図６ 都市圏内各地区の1960年人口に対する人口比の推移
平成の大合併前の旧市町村を地区とした。有田圏は有田・吉備・湯浅の３地区を中心都市とした。国勢調査の結果をもとに作成。
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減少が大きく、特に古座川地区の減少が大きい。

日本全体を対象として、人口集中地区(DID)の分布

とその人口増減などを検討した森川(2009)が指摘した

ように、過疎地域では人口集中地区(DID)でも人口減

少が大きく、中心市街地の空洞化が著しい。この空洞

化を促したものとして、県庁所在都市や大都市圏への

人口流出もあるが、その都市内で都市開発が進んだ結

果として、店舗や宅地が中心市街地から離れて立地し

たことの影響が大きい。このように、地方部の中小都

市でも人口の分散傾向がみられるが、その規模という

点で、都市圏の人口規模や人口増加に応じた差がみら

れる。本稿で対象とした和歌山県下の都市圏の動向に

ついては、以下のように整理できる。

まず、規模が大きく人口増加が継続した和歌山圏で

は、人口分散の規模が大きく、郊外全体として中心都

市を上回る人口増加を記録した時期がある。ただし、

地区(旧市町村)単位で確認できる人口分散は和歌山地

区の東方に限られ、郊外地区間で人口の集中傾向がみ

られた点で、郊外地区間でも人口分散が継続した東京

や大阪などの大都市圏とは異なる(山神2006)。和歌山

圏に次いで規模が大きい田辺圏でも人口の分散が進み、

南に隣接する上富田地区とともに就業上の中心地でも

ある白浜地区で人口が増加したが、過疎化が進展して

人口減少が大きい内陸部を広く郊外に抱えるため、郊

外全体としては人口が減少した。一方、新宮圏や御坊

圏も郊外に人口増加を記録した地区を有するが、高い

人口増加率を記録した新宮圏の鵜殿地区は規模の小さ

い旧村で人口増加の実数は小さいなど、それらの人口

増加は小さいものであった。これらの都市圏は人口規

模が小さく、都市圏としての人口増加も小さいため、

人口の分散は中心都市内にとどまるか、郊外の一部の

地区での人口増加も小さいものとなり、郊外は全体と

して人口減少が継続した。

その他の都市圏では郊外に人口増加を記録した地区

がみられなかったが、その状況はそれぞれ異なる。ま

ず串本圏では都市圏人口が減少しており、人口の分散

が中心都市内にとどまった。橋本圏は大阪大都市圏に

従属しており、大阪大都市圏での人口分散が向かった

のは橋本地区の鉄道沿線にとどまった。これらに対し、

多核的な構造を有する有田圏では、有田地区や湯浅地

区の人口分散は各地区内にとどまるか、隣接する吉備

地区に向かったと考えられる。吉備地区は高速道路の

開通などに伴い企業誘致が進んだほか宅地開発も進展

し、古くからの高密な市街地を有する有田地区や湯浅

地区から人口を引き寄せた面がある。吉備地区は、有

田地区や湯浅地区と並ぶ就業上の中心地であるととも

に、郊外住宅地としての性格も有するといえよう。

以上、中心都市と郊外に二分するクラッセンらの分

析枠組みでは考慮されない郊外地区間の人口変化の地

域差を検討してきた。その結果、和歌山県下の都市圏

では、人口の分散の規模には都市圏の人口規模と都市

圏としての人口増加が影響し、人口の郊外分散が確認

できる場合は、中心都市に隣接する一部の地区に限ら

れるとともに、その規模も都市圏の人口規模による差

があった。すなわち、人口の郊外分散は、郊外全域に

一様に展開するのではなく、中心都市からの方角的な

偏りをもって限定的に展開するものであり、人口の郊

外分散が小さい場合には人口増加を示す地域も狭い範

囲にとどまるのである。一方、人口の郊外分散が確認

できない都市圏では、人口の分散が中心都市内にとど

まる傾向がみられたが、その背景は、他の都市圏に従

属するもの、多核的な都市構造のなかで郊外住宅地と

しての機能を併せ持つもの、都市圏としての人口減少

が大きいものなど、それぞれ異なっていた。

この結果について、クラッセンらの分析枠組みとの

対応を考えると、以下のように整理できる。和歌山県

下の７つの都市圏では、和歌山圏だけが郊外化段階を

経験したが、それは都市圏の人口規模が大きく、かつ

都市圏として人口増加を記録したことから、人口の郊

外分散が強く現れた結果といえる。一方、他の都市圏

では、人口規模が小さく、かつ人口増加もみられなかっ

たため、人口の郊外分散が弱く、郊外の一部の地区で

人口が増加しても、郊外全体の人口増加を導くほどの

ものではなかったのである。また、和歌山県の人口減

少が強まった2000年代に入ると、和歌山圏も含めてほ

とんどの都市圏が再都市化段階に位置付けられたよう

に、郊外で人口減少が拡大したのに対して、中心都市

の人口減少は相対的に小さいものにとどまった結果、

都市圏内の人口分布変動は相対的な集中傾向を示した。

こうした結果を踏まえると、クラッセンらの分析枠組

みは、郊外における人口変化の地区間の差を考慮して

はいないものの、中心都市と郊外全体との対比のなか

で、人口分布の変動過程の概要を把握しうるものと評

価できよう。和歌山県下の都市圏のように、規模が小

さく人口増加がほとんどみられない場合、クラッセン

らの提示した都市の成長・衰退のプロセスの妥当性は

低いものの、前節末でも指摘したように、都市圏内で

の人口分布の変動過程について、集中・分散のいずれ

にあるかを把握し、その都市圏間比較を行うための分

析枠組みとして有効であると考えられる。

４.おわりに

本稿では、過疎化の進展した地域が広く展開する和

歌山県を事例として、通勤流動を用いて都市圏を設定

し、既存の研究で多用されてきたクラッセンらによる

都市の発展段階モデルを適用することで、都市圏内の

人口分布の変動過程を明らかにしてきた。本稿での知

見は以下のように整理できる。

まず、クラッセンらによる都市の発展段階モデルを

適用して都市圏内の人口分布の変動過程を検討した結
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果、2000年まで人口増加が継続した和歌山圏は、都市

の発展段階モデルに沿う人口分布変動を示し、現在で

は再都市化段階の相対的集中に位置したが、大阪大都

市圏に従属する橋本圏は、都市化段階の絶対的集中か

らモデルに逆行し、再都市化段階の相対的集中に移行

した。一方、人口減少が継続した都市圏では、モデル

に沿う動きは見せず、過疎化が進展して人口減少が著

しい郊外に比して中心都市の人口減少が小さいものに

とどまり、再都市化段階の相対的集中を示す事例が多

かった。以上の結果から、クラッセンらによる都市の

発展段階モデルは、都市の成長・衰退を説明・記述す

るモデルとしては妥当性に問題があるものの、都市圏

を中心都市と郊外に二分して人口分布変動を捉えると

いう分析枠組みは、あらゆる規模の都市圏に適用可能

であり、都市圏内における人口分布の変動過程が集

中・分散のいずれにあるかを把握し、その都市圏間比

較を行うさいには有効であることを指摘した。

また、中心都市と郊外に二分するクラッセンらの分

析枠組みでは考慮されない郊外地区間の人口変化の地

域差を検討した結果、人口の郊外分散は、郊外全域に

一様に展開するのではなく、中心都市からの方角的な

偏りをもって限定的に展開するものであり、人口の郊

外分散が小さい場合には人口増加を示す地域も狭い範

囲にとどまること、および人口の郊外分散が確認でき

ない都市圏では、人口の分散が中心都市内にとどまる

傾向がみられたことが明らかとなり、クラッセンらの

分析枠組みは、郊外における人口変化の地区間の差を

考慮してはいないものの、中心都市と郊外全体との対

比のなかで、人口分布の変動過程の概要を把握しうる

ものであることを指摘した。

本稿では以上の成果を得たが、以下に整理するよう

な課題が残されている。まず、都市の発展段階モデル

を適用するさいの地区単位として平成の大合併前の旧

市町村を用いたが、より実質的な中心都市域として、

人口集中地区(DID)を用いた分析が行われている(菊

池2015、2017)。地方中小都市の場合、中心都市内に農

村的地域を抱えることが多いことを踏まえた対応だが、

人口集中地区を形成しない中心都市があることや、人

口集中地区自体の拡大・縮小があるため分析が煩雑に

なる。都市における人口の集中・分散を検証するさい

の適切な地区単位について、研究を進める必要があろ

う。また、本稿で対象としたのは人口分布という都市

機能のうちの居住面であるが、就業状況に着目して従

業者密度を対象とした研究もある(菊池2008)。都市の

集中・分散を検討するさいには、様々な都市機能につ

いての分析が必要であろう。都市の実態把握とそれを

踏まえた各種対応の検討では、分析手法という点でも、

また分析対象という点でも、多角的に検証を進めてい

く必要がある。

また、過疎化が進展する地方部において、都市機能

の維持・成長を目指してどのような取り組みが必要か

を検討することも重要であろう。１章１節で整理した

ように、生活機能等の確保を重視する定住自立圏や経

済的役割を重視する連携中枢都市圏など、都市圏の考

え方をもとに都市機能の維持・成長を目指す政策的な

取り組みがある。こうした取り組みの効果を検証する

必要性があり、そのさいには、森川の一連の研究が参

考になろう(森川2009、2014、2016a、2016b)。また、

人口減少が進む地方部では中小都市の活性化が重要な

課題とされるものの、地方中小都市の人口は大きく減

少している。そうした点で、空き不動産問題を出発点

として地方都市の再生の道を探る箸本・武者(2021)の

ような研究もさらに進展させる必要があろう。

［付記］ 本研究はJSPS科研費JP21K01046の助成を受けたもの

です。なお、本稿の骨子は、2022年人文地理学会大会(2022年11

月19日・20日、佛教大学)にて発表しました。

注

１)地方創生に関する各種情報は、内閣官房・内閣府総合のウェ

ブサイト「地方創生」を参照した。https://www.chisou.go.

jp/sousei/index.html(2022年７月16日閲覧)。

２)「第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」(2020改訂版)」

https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/r02-12-21-

senryaku2020.pdf(2022年７月16日閲覧)。

３)前掲２)、73頁、４-７行目。

４)定住自立圏構想に関する各種情報は、総務省のウェブサイ

ト「定住自立圏構想」を参照した。https://www.soumu.go.

jp/main-sosiki/kenkyu/teizyu/(2022年７月16日閲覧)。

５)連携中枢都市圏構想に関する各種情報は、総務省のウェブ

サイト「連携中枢都市圏構想」を参照した。https://www.

soumu.go.jp/main-sosiki/jichi-gyousei/renkeichusutoshiken
/

index.html(2022年７月16日閲覧)。

６)三重県の人口変化を分析した山神(2021b)では、平成の大合

併前の旧市町村と合併後の市町村との両者を地区単位とし

て人口変化を地図化した結果、合併後の市町村を地区単位

とした場合では、人口規模の大きい旧市町村の動向が強く

現れ、人口減少が著しい旧市町村の動向が把握できなくな

るなど、人口変化の地域的な多様性がデータに現れにくい

ことを示した。

７)反都市化はcounterurbanizationの日本語訳で、国家スケー

ルでの居住地域体系において、人口規模の小さい町や村の

人口増加率が大都市の人口増加率を上回るという人口変化

の空間パターンのことをいい、都市部から農村部への人口

移動という人口の分散過程を示す(Castree et al 2013)。一

方、クラッセンらによる都市の発展段階モデルにおける逆

都市化はdisurbanisationの日本語訳であり、個別の都市圏

において、中心都市の人口減少が都市圏全体の人口減少を

もたらしている状態を指す(図１、表１)。このように、反都

市化と逆都市化とでは示す内容に差があるものの、欧米諸

国の多くの大都市圏が1970年代に逆都市化段階にあり、国

家スケールでみても、大都市圏(大都市とその郊外)から非

大都市圏(中小都市と農村部)への人口の純流出という反都

市化現象が確認されたことから、反都市化と逆都市化の語

は区別せずに用いられる傾向がある。
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